
　一般会計・特別会計・事業会計の決算状況
千円単位で四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

会計名 収入 支出 差引額

水道事業
収益的収支 19億 4,454 万円 15億 8,773 万円 3億 5,681 万円

資本的収支 10億 6,352 万円 4億 8,285 万円 5億 8,067 万円

下水道事業
収益的収支 21億 8,463 万円 22億 1,940 万円 -3,477 万円

資本的収支 14億 4,356 万円 21億 5,445 万円 -7 億 1,089 万円

病院事業
収益的収支 75億 3,891 万円 76億 419万円 -6,528 万円

資本的収支 4億 234万円 6憶 4,223 万円 -2 憶 3,989 万円

会計名 収入 支出 差引額 実質収支額
一般会計 399億 6,479 万円 384億 8,379 万円 14億 8,100 万円 11億 3,835 万円

特別会計 177億 9,992 万円 174億 9,466 万円 3億 526万円 3億 526万円

①国民健康保険事業勘定 80億 1,247 万円 78億 7,823 万円 1億 3,424 万円 1億 3,424 万円

②後期高齢者医療費 9億 3,443 万円 9億 1,429 万円 2,014 万円 2,014 万円

③介護保険事業勘定 85億 3,006 万円 84億 2,779 万円 1億 227万円 1億 227万円

④と畜場及び食肉市場費 2億 2,769 万円 2億 2,769 万円 ー ー

⑤青果物地方卸売市場費 2,406 万円 2,406 万円 ー ー

⑥物品調達費 2,631 万円 2,228 万円 403万円 403万円

⑦南原財産区費 1,828 万円 18万円 1,809 万円 1,809 万円

⑧三沢東部財産区費 2,663 万円 14万円 2,649 万円 2,649 万円

合計 577億 6,471 万円 559億 7,844 万円 17億 8,626 万円 14億 4,361 万円
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実質収支とは？
　「実質収支」とは、歳入
歳出の差引額から、翌年度
に繰り越すべき財源を差し
引いた収支を指し、財政運
営状況を判断するポイント
となります。

令和元年度の

決算決算をを報告報告しますします
　市民の皆さんに納めていただいた税金や、国・県から交付されるお金がどのように使われたのか

をお知らせします。■�問合せ／【決算報告】会計課審査出納係、【財政状況】財政課財政係☎ 22-5111
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諸収入等の内訳
諸収入 20億 4,842 万円 分担金及び

負担金 3億 4,343 万円繰入金 22億 9,921 万円
繰越金 12億 5,867 万円 使用料及び

手数料 3億 5,084 万円財産収入 1億 5,996 万円

市税の内訳
市民税 45億 4,693 万円 鉱産税 14万円
固定資産税 51億 1,243 万円 入湯税 1,676 万円
軽自動車税 2億 5,359 万円 都市計画税 4億 3,108 万円
市たばこ税 5億 4,987 万円
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民生費　子育て支援、福祉、医療給付などの経費
総務費　市の全体的な管理のための経費
教育費　学校、生涯学習、スポーツ振興などの経費
衛生費　疾病予防や健康増進、環境保全などの経費
公債費　市の借金（市債）返済のための経費
土木費　公園や道路の整備、除排雪などの経費
商工費　商工業の振興、観光事業などの経費
消防費　消防・救急業務などの経費
農林水産業費　農業や林業の振興などの経費
議会費　市議会運営のための経費
労働費　雇用対策や勤労者福祉などの経費
災害復旧費　自然災害の復旧工事などの経費

　一般会計　歳入・歳出の内訳　※（　）は対前年度比の増減
千円単位で四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

自主財源
市が自ら調達できる収入のことです。自主財源には、
市税、基金などからの繰入金、保育料などの分担金・
負担金、施設の使用料・手数料などが含まれます。
依存財源
国や県の意思により定められた額を交付されたり、
割り当てられたりする収入のことです。依存財源に
は、地方交付税や国庫支出金、県支出金などが含ま
れます。

381億277万円（-7.3%）

市税　28.3％
108億33万円
（+0.7％）

市税　28.3％
108億33万円
（+0.7％）

県支出金  7.2％
27億3,985万円
（-34.5％）

県支出金  7.2％
27億3,985万円
（-34.5％）
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11.9％
45億4,620万円
（-3.6％）
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11.9％
45億4,620万円
（-3.6％）

地方交付税　20.1％
76億5,146万円
（-7.4％）

諸収入等　15.5％
59億556万円
（-12.2％）

寄附金   1.5％
5億6,421万円
（-68.1％）

市債　9.7％
36億9,730万円
（+39.6％）

その他　5.8％
21億9,786万円（5.5％）

歳入額

民生費　33.5％
123億6,087万円
（+1.3％）

公債費　8.9％　 
32億7,327万円
（-6.4％）

公債費　8.9％　 
32億7,327万円
（-6.4％）

商工費　7.7％
28億4,297万円
（-12.9％）

消防費　3.3％
12億2,126円（+3.9％）

労働費　0.3％
1億929万円（-0.7％）

議会費　0.9％
3億1,397万円（+7.1％） 災害復旧費　0.4％　

1億4,887万円（+160.1％）
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38億9,620万円
（+14.5％）

総務費　13.8％　
50億9,885万円 
（-29.1％） 

教育費　10.9％ 　
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歳入

農林水産業費
2.0％
7億4,017万円（-61.7％）

歳入額 399億6,479万円（＋4.9%）

市税　27.3％
109億1,080万円
（+1.0％）

市税　27.3％
109億1,080万円
（+1.0％）

寄附金　3.5％
14億106万円
（+148.3％）
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14億106万円
（+148.3％）

諸収入等　16.2％
64億6,053万円
（+9.4％）
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（+9.4％）

地方交付税　19.5％
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（+3.8％）

県支出金　7.1％
28億4,525万円
（+3.8％）
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（－2.0％）
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歳出額 384億8,379万円（＋4.5%）

民生費　34.0％
130億6,875万円
（+5.7％）

民生費　34.0％
130億6,875万円
（+5.7％）

総務費　18.4％
70億6,916万円
（+38.6％）

総務費　18.4％
70億6,916万円
（+38.6％）教育費　11.0％

42億3,178万円
（+5.7％）

教育費　11.0％
42億3,178万円
（+5.7％）

歳出
市民１人当たり
47万3,390円

衛生費　8.9％
34億4,750万円
（－11.5％）

衛生費　8.9％
34億4,750万円
（－11.5％）

公債費　8.5％
32億7,213万円
（±0.0％）

公債費　8.5％
32億7,213万円
（±0.0％）

土木費　7.2％
27億7,450万円
（－2.2％）

土木費　7.2％
27億7,450万円
（－2.2％）

商工費　5.8％
22億2,198万円
（－21.8％）

商工費　5.8％
22億2,198万円
（－21.8％）

消防費　3.3％
12億5,698万円
（＋2.9％）

消防費　3.3％
12億5,698万円
（＋2.9％）

農林水産業費　1.7％
6億7,534万円
（－8.8％）

農林水産業費　1.7％
6億7,534万円
（－8.8％）

議会費　0.8％
3億144万円
（－4.0％）

議会費　0.8％
3億144万円
（－4.0％）

労働費　0.3％
1億1,707万円
（＋7.1％）

労働費　0.3％
1億1,707万円
（＋7.1％）

災害復旧費　0.1％
4,715万円
（－68.3％）

災害復旧費　0.1％
4,715万円
（－68.3％）

381億277万円（-7.3%）

市税　28.3％
108億33万円
（+0.7％）

市税　28.3％
108億33万円
（+0.7％）

県支出金  7.2％
27億3,985万円
（-34.5％）

県支出金  7.2％
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（-34.5％）

国庫支出金
11.9％
45億4,620万円
（-3.6％）

国庫支出金
11.9％
45億4,620万円
（-3.6％）

地方交付税　20.1％
76億5,146万円
（-7.4％）

諸収入等　15.5％
59億556万円
（-12.2％）

寄附金   1.5％
5億6,421万円
（-68.1％）

市債　9.7％
36億9,730万円
（+39.6％）

その他　5.8％
21億9,786万円（5.5％）

歳入額

民生費　33.5％
123億6,087万円
（+1.3％）

公債費　8.9％　 
32億7,327万円
（-6.4％）

公債費　8.9％　 
32億7,327万円
（-6.4％）

商工費　7.7％
28億4,297万円
（-12.9％）

消防費　3.3％
12億2,126円（+3.9％）

労働費　0.3％
1億929万円（-0.7％）

議会費　0.9％
3億1,397万円（+7.1％） 災害復旧費　0.4％　

1億4,887万円（+160.1％）

衛生費   10.6％
38億9,620万円
（+14.5％）

総務費　13.8％　
50億9,885万円 
（-29.1％） 

教育費　10.9％ 　
40億174万円 （+18.8％）
教育費　10.9％ 　
40億174万円 （+18.8％）

土木費　7.7％
28億3,664万円
（-14.0％）

歳出額
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368億4410万円（-7.4%）
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歳入

農林水産業費
2.0％
7億4,017万円（-61.7％）

歳入額 399億6,479万円（＋4.9%）

市税　27.3％
109億1,080万円
（+1.0％）

市税　27.3％
109億1,080万円
（+1.0％）

寄附金　3.5％
14億106万円
（+148.3％）

寄附金　3.5％
14億106万円
（+148.3％）

諸収入等　16.2％
64億6,053万円
（+9.4％）

諸収入等　16.2％
64億6,053万円
（+9.4％）

地方交付税　19.5％
77億9,966万円
（+1.9％）

地方交付税　19.5％
77億9,966万円
（+1.9％）

国庫支出金
12.8％
51億2,575万円
（+12.7％）

国庫支出金
12.8％
51億2,575万円
（+12.7％）

県支出金　7.1％
28億4,525万円
（+3.8％）

県支出金　7.1％
28億4,525万円
（+3.8％）

市債　8.2％
32億6,730万円
（－11.6％）

市債　8.2％
32億6,730万円
（－11.6％）

その他　5.4％
21億5,444万円
（－2.0％）

その他　5.4％
21億5,444万円
（－2.0％）

歳入
市民１人当たり
49万1,608円

自
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47％53％

歳出額 384億8,379万円（＋4.5%）

民生費　34.0％
130億6,875万円
（+5.7％）

民生費　34.0％
130億6,875万円
（+5.7％）

総務費　18.4％
70億6,916万円
（+38.6％）

総務費　18.4％
70億6,916万円
（+38.6％）教育費　11.0％

42億3,178万円
（+5.7％）

教育費　11.0％
42億3,178万円
（+5.7％）

歳出
市民１人当たり
47万3,390円

衛生費　8.9％
34億4,750万円
（－11.5％）

衛生費　8.9％
34億4,750万円
（－11.5％）

公債費　8.5％
32億7,213万円
（±0.0％）

公債費　8.5％
32億7,213万円
（±0.0％）

土木費　7.2％
27億7,450万円
（－2.2％）

土木費　7.2％
27億7,450万円
（－2.2％）

商工費　5.8％
22億2,198万円
（－21.8％）

商工費　5.8％
22億2,198万円
（－21.8％）

消防費　3.3％
12億5,698万円
（＋2.9％）

消防費　3.3％
12億5,698万円
（＋2.9％）

農林水産業費　1.7％
6億7,534万円
（－8.8％）

農林水産業費　1.7％
6億7,534万円
（－8.8％）

議会費　0.8％
3億144万円
（－4.0％）

議会費　0.8％
3億144万円
（－4.0％）

労働費　0.3％
1億1,707万円
（＋7.1％）

労働費　0.3％
1億1,707万円
（＋7.1％）

災害復旧費　0.1％
4,715万円
（－68.3％）

災害復旧費　0.1％
4,715万円
（－68.3％）
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収支の推移と
財源調整基金の年度末残高

経常収支比率

市債の年度末残高

健全化判断比率

実質単年度収支は約 2.7 億円のマイナス
財源調整基金の年度末残高は約 30.2 億円

県内 13市平均とほぼ同水準に

市債残高は増加に転じたものの、
将来負担は減少傾向に

全ての項目で基準を下回っています

% 米沢市
県内 13市
平均

%

米沢市
県内 13市
平均
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赤
字
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字
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実質収支
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0
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赤
字

黒
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　建設事業債の残高は前年度末からほぼ横ばいですが、
令和元年度は地域総合整備資金貸付事業による借入が増
加したため、市債（市の長期借入金）全体の残高は増加
しました。ただし、この貸付事業による借入には、貸付
を受けた企業からの返済金が償還に充てられるため、本
市の将来負担には影響しません。

小中学校空調設備整備事業や住民情報システ
ム更新などの大規模な事業が重なったことな
どから、約 2.7 億円のマイナスとなりました。

前年度から 1.2
ポイント改善！

特例債建設事業債
地域総合整備資金貸付事業債

Ｈ30～地域総合整備資金貸付事業債が出てきている
データからグラフ編集する際に、
地域総合整備資金貸付事業債と特例債残高の色を変えることを忘れずに！
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400億円
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建設事業債残高
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特例債残高

建設事業債残高

R1H30H29H28H27

184196 178 172 172

14 19

165164 165 164 162

項目
本市の数値 早期健全

化基準
財政再
生基準

県内 13
市平均H30 R1

実質赤字比率 赤字額なし 12.51% 20.00% －
連結実質赤字比率 赤字額なし 17.51% 30.00% －
実質公債費比率 8.3% 7.9% 25.0% 35.0% 8.2%
将来負担比率 35.9% 43.2% 350.0% 67.1%

米沢市の財政状況

指
標

指
標

指
標

指
標

財政指標で分かる！

　全ての項目において、早期健全化基準および財政再生基
準の数値を下回りました。基準値以上となった場合は、国
の関与を受けながら財政の再生を図る取り組みを行わなけ
ればなりません。

　
用
語
解
説

◆�

実
質
収
支（
２
ペ
ー
ジ
に
解

説
が
あ
り
ま
す
）

◆�

実
質
単
年
度
収
支

　

�

実
質
収
支
か
ら
前
年
度
繰
越

金
や
財
源
調
整
の
た
め
の
基

金（
貯
金
）
へ
の
積
立
・
取

崩
し
な
ど
を
除
い
た
そ
の
年

度
の
み
の
収
支
バ
ラ
ン
ス
を

表
す
も
の

◆�

財
源
調
整
基
金

　

�

年
度
間
の
財
源
の
不
均
衡
を

調
整
す
る
た
め
の
貯
金

◆�

地
域
総
合
整
備
資
金
貸
付
事
業

　

�

地
方
公
共
団
体
が
、
地
域
振

興
に
資
す
る
民
間
投
資
を
支

援
す
る
た
め
に
行
う
長
期
の

無
利
子
資
金
貸
付

◆
実
質
赤
字
比
率

　

�

一
般
会
計
な
ど
の
赤
字
の
割
合

◆
連
結
実
質
赤
字
比
率

　

�

全
て
の
会
計
を
合
わ
せ
た
赤

字
の
割
合

◆
実
質
公
債
費
比
率

　

�

借
入
金
な
ど
の
返
済
額
の
割

合
◆
将
来
負
担
比
率

　

�

将
来
に
わ
た
っ
て
支
払
う
借

入
金
な
ど
の
負
債
の
割
合

経常収支比率とは？
�市税や普通交付税など毎年入る収入に対して人
件費や社会保障費、借入返済金など必ず払わな
ければならない経費が占める割合。
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【表１】実質単年度収支� （単位：億円）
項目 H27 H28 H29 H30 R1 R2
計画 1.5 △ 0.5 1.1 0.1 0.3 2.0
実績 11.3 8.6 △ 3.6 2.6 △ 2.7 －
差 9.8 9.1 △ 4.7 2.5 △ 3.0

【表４】健全化施策の効果額の進捗状況� （単位：億円）
項目 H28 H29 H30 R1 R2 計
計画 11.1 11.7 9.6 10.2 11.5 54.1
実績 14.5 13.4 11.8 12.7 － 52.4
差 3.4 1.7 2.2 2.5 進捗率 96.9％

（表４補足）令和元年度の効果額の内訳
項目 計画 実績 差

①税収等の確保 0.2 1.0 0.8
②ふるさと応援基金の取崩し 2.6 8.0 5.4
③その他収入の確保 0.4 0.8 0.4
④人件費の抑制 1.7 0.7 △ 1.0
⑤他会計負担金等の抑制 3.8 1.2 △ 2.6
⑥その他支出の見直し 1.5 1.0 △ 0.5

計 10.2 12.7 2.5

【表３】経常収支比率� （単位：％）
項目 H27 H28 H29 H30 R1 R2
計画 93.9 95.1 95.2 96.2 95.4 95.7
実績 90.1 92.4 92.1 94.2 93.0 －
差 △ 3.8 △ 2.7 △ 3.1 △ 2.0 △ 2.4 　

【表２】財源調整基金の残高� （単位：億円）
項目 H27 H28 H29 H30 R1 R2
計画 17.2 16.7 17.8 17.9 18.2 20.2
実績 22.2 31.2 28.8 32.1 30.2 －
差 5.0 14.5 11.0 14.2 12.0 　

　本市では、平成 26年度の財政状況の悪化を受け、平成 28年度から令和２年度までを計画期間とする「米沢市財政健
全化計画」を平成 28年２月に策定しました。その進捗状況についてお知らせします。

�

令
和
元
年
度
の
決
算
は

�

歳
入
・
歳
出
と
も
に
大
幅
増

　
オ
フ
ィ
ス
・
ア
ル
カ
デ
ィ
ア
な

ど
へ
の
企
業
誘
致
の
ほ
か
、
全
国

的
な
景
気
拡
大
や
雇
用
の
改
善
な

ど
の
影
響
を
受
け
、歳
入
は
個
人・

法
人
市
民
税
、
固
定
資
産
税
が
計

画
を
大
幅
に
上
回
る
決
算
と
な
り

ま
し
た
。
一
方
、
歳
出
は
住
基
シ

ス
テ
ム
更
新
経
費
や
子
ど
も
の
た

め
の
教
育
・
保
育
給
付
事
業
費
が

増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
全

体
と
し
て
計
画
を
大
幅
に
上
回
る

決
算
と
な
り
ま
し
た
。

　
こ
の
結
果
、
歳
入
か
ら
歳
出
を

差
し
引
い
た
収
支
差
引
は
黒
字
と

な
り
ま
し
た
が
、
次
年
度
に
繰
り

越
す
べ
き
財
源
が
大
幅
に
増
加
し

た
こ
と
な
ど
か
ら
、
実
質
単
年
度

収
支
は
表
１
の
と
お
り
２・
７
億

円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た
。
し
か

し
な
が
ら
、
財
政
健
全
化
の
取
り

組
み
な
ど
に
よ
り
、
平
成
27
年
度

以
降
の
実
質
単
年
度
収
支
の
累
計

は
計
画
を
13
・
６
億
円
上
回
っ
て

い
る
状
況
で
す
。

財政健全化計画進捗状況をお知らせします

米沢市財政
健全化計画とは？
�市の財政状況改善のた
めに、市の事業の更な
る見直しや、職員給与
の減額を行うなどした
本市独自の計画です。
平成 28 年度から令和
２年度まで実施します。

�

基
金
残
高
は
大
き
く
増
加

�

経
常
収
支
比
率
は
や
や
高
い

�

も
の
の
改
善

　
収
支
の
改
善
に
伴
い
、
年
度
間

の
財
源
調
整
の
た
め
の
基
金
残
高

は
表
２
の
と
お
り
大
き
く
増
加

し
、
令
和
元
年
度
末
で
は
計
画
を

12
億
円
上
回
る
約
30
億
円
の
残
高

と
な
っ
て
い
ま
す
。
経
常
収
支
比

率
は
、
表
３
の
と
お
り
各
年
度
と

も
90
％
台
前
半
と
な
り
、
や
や
高

い
水
準
で
は
あ
る
も
の
の
計
画
よ

り
も
改
善
し
て
い
ま
す
。

�

健
全
化
施
策
の
効
果
は

�

計
画
を
上
回
る
進
捗
状
況

　
計
画
に
掲
載
し
た
健
全
化
施
策

の
効
果
額
は
、
表
４
の
と
お
り
各

年
度
と
も
実
績
が
計
画
を
上
回
っ

て
お
り
、
令
和
元
年
度
末
の
進
捗

率
は
96・９
％
に
達
し
て
い
ま
す
。

　
令
和
元
年
度
の
内
訳
を
見
る
と
、

税
収
等
の
確
保
の
項
目
は
、
市
税

の
収
納
率
向
上
に
努
力
し
た
結
果
、

約
８
千
万
円
の
増
収
と
な
り
ま
し

た
。
ま
た
、
ふ
る
さ
と
応
援
基
金

の
取
崩
し
の
項
目
は
、
こ
れ
ま
で

に
計
画
を
大
き
く
上
回
る
ふ
る
さ

と
応
援
寄
附
金
を
い
た
だ
い
た
こ

と
か
ら
、
返
礼
品
費
な
ど
の
支
出

を
除
い
た
額
を
基
金
に
積
み
立
て

て
お
り
、
そ
れ
を
取
り
崩
し
て
財

源
に
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　
一
方
、
人
件
費
の
抑
制
の
項
目

は
、
業
務
に
対
し
適
正
に
職
員
を

配
置
し
た
結
果
、
職
員
数
が
計
画

を
上
回
っ
た
こ
と
か
ら
、
他
会
計

負
担
金
な
ど
の
抑
制
の
項
目
は
、

平
成
29
年
度
に
計
画
し
て
い
た
下

水
道
使
用
料
の
改
定
を
見
送
っ
た

こ
と
な
ど
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
計
画

を
下
回
る
実
績
と
な
っ
て
い
ま
す
。

�

今
後
は
見
通
し
が
不
透
明
な

�

中
で
も
安
定
し
た
財
政
運
営
を

　
本
年
２
月
に
今
後
10
年
間
の
財

政
見
通
し
を
試
算
し
、
財
政
状
況

は
厳
し
く
な
っ
て
い
く
も
の
の
、

こ
れ
ま
で
に
蓄
え
た
基
金
を
取
り

崩
す
こ
と
で
財
源
不
足
を
補
い
、

安
定
し
た
財
政
運
営
を
維
持
で
き

る
と
考
え
て
お
り
ま
し
た
。

　
し
か
し
、
こ
の
試
算
に
は
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
対
応

す
る
経
費
が
含
ま
れ
て
お
ら
ず
、

今
後
の
収
束
の
見
通
し
も
不
透
明

で
あ
る
こ
と
か
ら
、
さ
ら
に
厳
し

い
財
政
状
況
に
な
る
恐
れ
が
あ
り

ま
す
。
そ
の
た
め
、
国
の
動
向
に

も
注
視
し
な
が
ら
、
財
政
の
見
通

し
を
毎
年
度
見
直
し
、
予
想
を
上

回
る
財
源
不
足
が
生
じ
た
場
合
は

適
切
な
対
応
を
行
い
、
中
長
期
的

に
安
定
し
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
に
努
め
て
い
き
ま
す
。


